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Ⅰ  地下水の採取に関する規制の概要 
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１  規制の目的 

    札幌市生活環境の確保に関する条例の地下水の採取に関する規制は，雨水の有効利用，地下水のか

ん養や節水，地下水揚水の抑制について規定することにより，地盤沈下の防止や地下水の保全を図る

ことを目的としています。 

 

２  用語の定義 

・「揚水施設」とは 

   動力を用いて地下水を採取するための施設であって，揚水機の吐き出し口断面積の合計が，６cm2

を超える施設です。 

ただし，以下のものを除きます 

(1) 温泉法による許可の対象となる揚水施設 

(2) 河川法による許可の対象となる河川区域内の揚水施設 

(3) 水道法に基づき水道事業経営の許可を受けた者が設置する揚水施設 

 （専用水道は届出対象です。） 

(4) 専ら農業，一般家庭又は災害その他の緊急時に使用する揚水施設 

（災害時応急協力井戸となっていても，通常時も使用している場合は，届出対象です。） 

(5) その他市長が特に認める揚水施設 
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３  規制のしくみ 

   規制のしくみは，下図のとおりです。 

 

揚水施設 

吐出口 

断面積合計

６cm2超 

設置（使用・変更）届 

書面審査 指導 

運用 

水量測定器による水量測定 

採取基準と

照合 

罰則 
４月末 採取量報告 

立入調査

採取基準に不適合

等，内容に改善の

余地有り 

勧告
不適合 

適合

届出の必要なし 

Ｎｏ

Ｙｅｓ 

Ｏ．Ｋ．

届出無し，虚偽の届出 

改善 

公表 

Ｎｏ

Ｙｅｓ 
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４  揚水施設の設置者の義務 

    揚水施設の設置者には，以下の義務が課せられます。 

(1) 揚水施設の設置等の届出義務（Ⅱ章  Ｐ８参照） 

①  揚水施設の設置届（第１０９条），使用届（第１１０条），変更届（第１１１，１１２条） 

② 氏名（名称・住所・所在地）の変更届（第１１２条） 

③ 揚水施設の使用廃止届（第１１２条） 

④ 揚水施設の承継届（第１１２条） 

(2) 地下水採取基準を遵守する義務（Ⅲ章  Ｐ３４参照） 

   冷房設備，暖房設備，水洗便所，自動車車庫に設けられた洗車設備の用に供する用途（以下建築

物用用途という。）に地下水を利用する場合は，地下水採取基準を遵守しなければなりません。   

(3) 地下水採取量の記録・報告等（Ⅱ章  Ｐ３０参照） 

地下水採取者は，揚水施設ごとに水量測定器を設置し，地下水の採取量を毎月測定記録し，毎年

４月末日までに，前年度の地下水の採取量について，地下水採取量報告書を提出しなければなりま

せん。 

① 地下水採取量報告書（第１１４条） 

 

５  勧告等（第１１５条） 

(1) 市長は，地下水採取者が地下水採取基準を遵守していないと認めるときは，当該地下水採取者に

対して，期限を定めて地下水採取基準を遵守すべきことを勧告することができます。ただし，既存

の施設が途中で揚水施設となった場合は，当該施設が揚水施設となった日から５年間は，適用され

ません。 

(2) 市長は，渇水等による地下水位の著しい低下により，地盤沈下の発生その他の生活環境に著しい

支障が生じるおそれがあると認めるときは，揚水施設を設置している者に対して，地下水の採取量

を減少させるべきことを勧告することができます。 

(3) 市長は，第１項又は前項の規定による勧告を受けた者が，その勧告に従わないときは，その旨及

びその勧告の内容を公表することができます。 

 

６ 立入調査等（第１２６条） 

札幌市職員が，届出の内容を確認したり，揚水量を調査するために，揚水施設を設置している建物

等に対し，立ち入り調査を行うことがあります。 

 

７  罰則（第１３１条） 

揚水施設の設置（第１０９条第１項），使用（第１１０条第１項），変更（第１１１条第１項）の

届出をしなかったり，虚偽の届出をした場合は，１０万円以下の罰金が課せられます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 様式の記載要領 
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１ 届出の種類 

  地下水の採取に関する規制に基づく届出・報告の種類及び内容は下記のとおりです。 

届出・報告が必要となるとき 種類・様式 提出期限 

新たに揚水施設を設置しようと

するとき。 

 

揚水施設設置（使用・変更）届

〔様式２２〕 

（条例第 109 条） 

設置工事着手前（計画・設計段

階が望ましい） 

揚水施設の届出内容のうち， 

・揚水施設の設置の場所 

・ストレーナーの位置，吐出口

の断面積，及び原動機の出力 

・採取する地下水の用途及び使

用水量 

・地下水の節水の方法 

を変更しようとするとき 

揚水施設設置（使用・変更）届

〔様式２２〕 

（条例第 111 条） 

変更の工事着手前（計画・設計

段階が望ましい） 

揚水施設の届出内容のうち， 

・地下水の採取を開始する日 

・地盤の標高，井戸深度その他

の揚水施設の概要 

・地下水を採取する基準となる

水量 

・他の水源の使用計画， 

・水量測定器の種類及び性能 

に変更があったとき。 

揚水施設設置（使用・変更）届

〔様式２２〕 

（条例第 112 条） 

変更があった日から３０日以内

保有する施設が条例の規定する

揚水施設に該当する場合，条例

が施行される日 

揚水施設設置（使用・変更）届

〔様式２２〕 

（条例第 110 条） 

条例施行日から６か月以内 

揚水施設の届出内容のうち， 

氏名，名称，住所及び所在地に

変更があったとき 

氏名（名称・住所・所在地）変

更届〔様式６〕 

（条例第 112 条） 

変更があった日から３０日以内

揚水施設を廃止するとき 揚水施設使用廃止届〔様式２３〕

（条例第 112 条） 

廃止した日から３０日以内 

揚水施設を譲り受け，又は借り

受けた，又は，相続あるいは合

併若しくは分割により，揚水施

設を承継したとき 

揚水施設承継届〔様式２４〕 

（条例第 113 条） 

承継の日から３０日以内 

地下水採取量の報告を，毎年 4

月 

地下水採取量報告書〔様式２５〕

（条例 114 条） 

前年度の地下水採取量につい

て，毎年 4月末日まで 
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２ 必要な提出物 

  条例の届出・報告に関して，必要な書類は下記のとおりです。 

  全ての届出は正本に写しを添えて提出してください。 

  地下水採取量報告書については，１部のみで結構です。 

  また，揚水施設の変更届出については，変更しようとする事項に関係する書類のみで良いですが，

変更前と変更後の内容が明らかになるように記入してください。 

 

地下水の採取に関する規制に必要な書類 

報告

該当条件
所定用紙
必要書類

様式２２ ◎ ◎ ◎ ◎

様式６ ◎

様式２３ ◎

様式２４ ◎

様式２５ ◎

別紙１ ◎ ◎ ○ ○

別紙２ ◎ ◎ ○

別紙２ ◎ ◎ ○ ○

別紙３ ◎ ◎ ○ ○

別添図１ ◎ ◎ ○

別添図２ ◎ ◎ ○

別添図３ ○ ○ ○ ○
地下水のかん養に
係る施設の図面

揚水施設設置（使
用・変更）届

氏名等変更届

揚水施設使用廃止
届

揚水施設承継届

揚水施設の概要

地下水の用途及び
使用水量

他の水源の使用計
画

地下水採取基準に
かかる地下水採取量

揚水施設の配置図

地下水及び他の水
源の使用のための系
統を記載した図面

第113条第109条 第110条 第111条 第112条

地下水採取量報告
書

届出
揚水施設の変更揚水施設の

設置
揚水施設の
使用

氏名等の
変更

揚水施設の
使用廃止

承継

第112条 第112条

記載例
ページ

第114条

届出・報告の種類
地下水
採取量

 

◎は必須書類，○は必要に応じて添付する書類 

 

３ 提出先 

  札幌市環境局環境都市推進部環境対策課水質係 

  〒０６０－８６１１ 

  札幌市中央区北１条西２丁目札幌市役所本庁舎１２Ｆ南 

  ＴＥＬ ０１１－２１１－２８８２ 

  ＦＡＸ ０１１－２１８－５１０８ 
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４ 届出書及び報告書の記載要領と記載例 

 (1) 揚水施設の設置届（第 109 条），使用届（第 110 条），変更届（第 111 条，第 112 条） 

〔様式２２〕 

     ア 本紙の記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２２  

揚水施設設置（使用・変更）届  
平成１５年１１月１１日  

（あて先）札 幌 市 長  
〒０００－０００１  

届出者  住  所 中央区北○条西×丁目１－２  
                     氏  名 株式会社 ○×ビルディング  
                              代表取締役社長 札幌太郎  
      （法人にあっては名称及び代表者の氏名）  
      電話番号 １２３－４５６７  
 
 札 幌 市 生 活 環 境 の 確 保 に 関 す る 条 例 第 １ ０ ９ 条 第 １ 項 （ 第 １ １ ０ 条 第 １ 項 ・

第１１１条第１項・第１１２条）の規定により揚水施設の設置（使用・変更）について，次のとおり

届け出ます。  

設置されている  
建 物 等 の 名 称  ○×ビルディング  

揚水施設の  
設置の場所  

所 在 地  中央区北○条西×丁目１－２  

揚 水 施 設 の 概 要  
（ストレーナーの位置等）  別紙１のとおり  

地 下 水 の 用 途 及 び 使 用 水 量  
並 び に 他 の 水 源 の 使 用 計 画  別紙２のとおり  

地 下 水 の 節 水 の 方 法  冷房用水には冷却塔を設置  
給水装置には全て節水型を使用  

地下水の採取を開始する日  
（ 開 始 し た 日 ）  平成１６年  ２月  １日  

地 下 水 採 取 基 準 水 量  別紙３のとおり  

担 当 者 及 び 連 絡 先  
中央区北△条西◇丁目３－４  
株式会社○×設備工業  
山川 海子 電話番号 ９８７－６５４３  

※ 整 理 番 号   ※受理年月日  年  月  日

※ 施 設 番 号   
 ※ 審 査 結 果  

※ 備    考   

注１ 変更の届出の場合には，変更のある部分について変更前及び変更後の内容を対照させてく

ださい。  
２ ※の欄には記入しないでください。  

備考 この様式により難いときは，この様式に準じた別の様式を使用することができる。  

＊ １  

＊ ２  

＊ ３  

＊ ４  

＊ ５  

＊ ６  

＊ ７  

＊ ８  
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 (1) 揚水施設の設置届（第 109 条），使用届（第 110 条），変更届（第 111 条，第 112 条） 

〔様式２２〕 

   ア 本紙の記載要領 

     本紙では，揚水施設についての基本的な情報を記載してください。 

  ＊１ 届出の種類 

     該当する事項を残し，それ以外の事項については，黒２重線で抹消してください。 

  ＊２ 届出者 

     原則として，個人営業の場合は事業主の氏名，住所及び電話番号を，法人の場合は法人の名

称，代表者の氏名，住所及び電話番号を記載してください。 

  ＊３ 届出根拠 

該当する条項を残し，それ以外の条項については，黒２重線で抹消してください。 

  ＊４ 設置されている建物等の名称 

     揚水施設を設置しているビル・建物の名前を記入してください。 

  ＊５ 所在地 

     揚水施設を設置しているビル・建物の住所を，区から枝番まで記入してください。 

  ＊６ 地下水の節水の方法 

     当該建物内にて行われる，地下水の節水の方法について記入してください。地下水の節水の

方法として代表的なものは，下記の（ア），（イ），（ウ）です。この欄に書ききらない場合

には，「別紙のとおり」と記載し，節水の方法を記載した別紙を添付してください。 

    （ア） 地下水利用施設が節水型 

        地下水の利用施設に節水型のものを用いている場合，それを記入してください。節水

型の利用施設としては，フラッシュバルブ方式及び電磁制御弁の小便器，ロータンク方

式の大便器，節水コマを組み込んだ蛇口，高圧洗浄機等が例としてあげられます。同様

の効果を持つものも，節水型と見なします。 

    （イ） 地下水の再利用 

        ある用途に使用した地下水を，異なる用途に使用している場合，それを記入してくだ

さい。例えば，冷房に使用した地下水を，トイレなどに再利用した場合がこれに該当し

ます。 

    （ウ） 循環使用 

        地下水を循環使用する場合，それを記入してください。例えば，冷房用水を冷却塔を

使用して循環使用するものがこれに当たります。 

  ＊７ 地下水の採取を開始する日（開始した日） 

     設置届出の場合は，設置の工事終了後，地下水の利用を始める予定日を記載してください。

使用届出の場合，地下水の利用を開始した日を記載してください。変更届出の場合，変更の工

事が終了した後に，地下水の利用を始める予定日を記載してください。 

  ＊８ 担当者及び連絡先 

     当該届出について，札幌市側からの，質問等の窓口となる担当者名及び連絡先を記載してく

ださい。なお，この部分については，記入する義務はありませんが，事務処理の円滑化のため

に，記入するようお願いします。 
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イ 別紙１の記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 
揚水施設の概要 

 

井          戸 

番    号 Ｎｏ．１   

地 盤 の 標 高
２１．０ｍ

(１６．０ｍ) ｍ ｍ

井 戸 の 深 度

（ 地 表 面 下 ） １００ｍ ｍ ｍ

井 戸 の 口 径
１５０mm mm mm

ストレーナーの位置

（ 地 表 面 下 ）

２５．５～３６．５ｍ

４２．０～５３．０ｍ

６９．５～７５．０ｍ

～    ｍ

～    ｍ

～    ｍ

～    ｍ

～    ｍ

～    ｍ

原     動     機 

吐 出 口 の 断 面 積

（ 口 径 ）

３３．２cm2

（     ６５mm） 

cm2 

（       mm） 

cm2 

（       mm） 

原 動 機 の 種 類 ○○ポンプ××型   

原 動 機 の 出 力
７．５ｋＷ ｋＷ ｋＷ

最 大 吐 出 量
３０m3／時 m3／時 m3／時

水  量  測  定  器 

水 量 測 定 器 の

種    類

１ 羽根車式  

２ 回転球式 

３ 差圧式  

４ 面積式 

５ 渦式    

６ 電磁式 

７ 超音波式 

８ その他（     ）

１ 羽根車式  

２ 回転球式 

３ 差圧式  

４ 面積式 

５ 渦式    

６ 電磁式 

７ 超音波式 

８ その他（     ）

１ 羽根車式  

２ 回転球式 

３ 差圧式  

４ 面積式 

５ 渦式    

６ 電磁式 

７ 超音波式 

８ その他（     ）

口    径
５０mm mm mm

測 定 流 量 範 囲 ０ ～ ７０    

      m3／時

～      

      m3／時

～      

m3／時

 

＊ １  

＊ ２  

＊ ３  

＊ ４  

＊ ５  

＊ ６  

＊ ７  

＊ ８  

＊ ９  

＊ 10 

＊ 11 

＊ 12 
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イ 別紙１の記載要領 

     別紙１については，井戸，原動機，水量測定器の諸元について記載してください。 

 

   （井戸） 

  ＊１ 番号 

     井戸が複数ある場合は，番号を「No.1」，「No.2」…と記載してください。 

  ＊２ 地盤の標高 

     揚水施設を設置している建物の地盤の標高（海抜）を記入してください。井戸が地下にある

等，井戸の標高が建物の地盤の標高と一致しない場合は，井戸の標高を括弧書きで記入してく

ださい。 

  ＊３ 井戸深度（地表面下） 

     地盤から井戸の底までの深さを記入してください。 

  ＊４ 井戸口径 

     井戸の内口径を記入してください。 

  ＊５ ストレーナーの位置（地表面下） 

     地盤から井戸のストーレーナーの上端から下端までの深さを記載してください。ストレーナ

ーが複数ある場合は，全て記載してください。 

 

   （原動機） 

  ＊６ 吐出口の断面積（口径） 

     原動機の吐出口断面積を記載してください。括弧内には吐出口の内口径を記載してください。 

  ＊７ 原動機の種類 

     原動機のメーカー及び型式を記載してください。 

  ＊８ 原動機の出力 

     原動機の出力（ｋＷ）を記載してください。 

  ＊９ 最大吐出量 

     原動機の最大吐出量（ｍ３／時）を記載してください。 

 

   （水量測定器） 

  ＊10 水量測定器の種類 

     水量測定器の種類を例示から選択し，該当するものに丸で囲んでください。該当するものが

ない場合は，８ その他に丸をし，括弧内に種類を○○式というように記載してください。 

  ＊11 口径 

     水量測定器の口径を記載してください。 

  ＊12 測定流量範囲 

     水量測定器が正確に水量を測定することが可能な，水量範囲を記載してください。 
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ウ 別紙２の記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２ 
地下水の用途及び使用水量 

用 途 
最大使用水量 

m3/日 
平均使用水量 

m3/日 
年間稼働日数 

年間使用水量 
m3 

冷  房 ２０．０ １６．０ ９０ １，４４０

暖  房 ０．０２ ０．０２ １５０ ３

ト イ レ ７０．０ ５０．０ ３００ １５，０００

洗 車 ２．６ ２．６ １５０ ３９０

建

築

物

用

用

途 小 計 ９２．６２ ６８．６２  １６，８３３

厨 房 等 １．３ １．０ ３００ ３００

原 料 等   

洗 浄 ２．０ １．５ ３００ ４５０

散 水 １．２ ０．５ ３００ １５０

   

   

建

築

物

用

用

途

以

外 
小 計 ４．５ ３．０  ９００

合 計 ９７．１２ ７１．６２  １７，７３３

 
他の水源の使用計画 

用  途 水源 最大使用水量 
m3/日 

平均使用水量 
m3/日 年間稼働日数 年間使用水量 

m3 
冷  房   

暖  房   

ト イ レ   

洗 車   

建

築

物

用

用

途 小 計  ０．０ ０．０  ０

厨 房 等 水道 ５．０ ４．０ ３００ １，２００

原 料 等   

洗 浄   

飲 用 水道 １．０ ０．５ ３００ １５０

   

   

建

築

物

用

用

途

以

外 
小 計  ６．０ ４．５  １，３５０

合 計  ６．０ ４．５  １，３５０

＊ ４  

＊ １  

＊ ２  

＊ ３  

＊ ８  

＊ ５  

＊ ７  

＊ ６  

＊ ４  
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ウ 別紙２の記載要領 

 

(ｱ) 地下水の用途及び使用水量 

 ここでは，地下水の使用計画について記載してください。地下水以外を水源とするものについ

ては(ｲ) 他の水源の使用計画に記載してください。 

 

   ＊１ 建築物用用途 

      建築物用用途とは，冷房，暖房，トイレ及び屋内での洗車の用途のことです。 

    (1) 冷房 

       建物内の冷房用途に使用している水です。機械の冷却水などは含まれません。 

    (2) 暖房 

      建物の暖房として使用している水です。温水ボイラーや蒸気ボイラーの補給水がこれに当

たります。 

    (3) トイレ 

       水洗トイレの洗浄用水です。 

    (4) 洗車 

      車庫内に設置された洗車用設備で使用する水です。 

 

   ＊２ 建築物用用途以外 

      冷房，暖房，トイレ及び屋内での洗車以外の用途のことです。厨房等，原料等，洗浄など

がありますが，これらに当てはまらない場合は，新しく項目を追加してください。 

    (1) 厨房等 

       レストランや食堂の厨房で使用する水がここに含まれます。 

    (2) 原料等 

       食品工場，清涼飲料水の工場，生コン工場等で，原材料として使用する水がここに含ま

れます。 

    (3) 洗浄 

       床洗浄，びん等の洗浄，タンク等の洗浄及び厨房以外に設置されている洗面台，流し台

で使用している水等がこれに当たります。 

(4) その他 

       上記に当てはまらない用途に水を使用する場合，その用途を空欄に記載してください。 

具体例としては，散水，飲用等があります。 

      ア 散水 

        芝生や花壇への水やり等に用いられる水です。 

      イ 飲用 

        飲料水，お茶等として，飲む目的で使用される水です。 

   ウ 冷却水 

     工場等で使用する機械を冷却するために使用する水です。 
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＊３ 使用水量等 

各用途ごとに，最大使用水量，平均使用水量，年間稼働日数，年間使用水量について記載

してください。ここでいう使用水量には，循環使用している水は含まれません。例えば，冷

却塔を使った冷房システムについては，補給水量＝使用水量とみなしてください。 

    (1) 最大使用水量 （ｍ３／日） 

       各用途ごとの１日あたりの使用水量のうち，最大のものを記載してください 

    (2) 平均使用水量 （ｍ３／日） 

        各用途ごとの平均的な，１日あたりの使用水量を記載して下さい。 

(3) 年間稼働日数 （日） 

それぞれの用途における，年間稼働日数を記載してください。 

    (4) 年間使用水量 （ｍ３） 

      各用途ごとの１年間の使用水量です。算出の仕方は＊４を参照して下さい。 

 

   ＊４ 年間使用水量の算出 

各用途ごとの平均使用水量に，年間稼働日数を乗じて，年間使用水量を算出して下さい。 

〈冷房用用途の算出例〉 

                              ×                   ＝ 

 

 

   ＊５ 建築物用用途の使用水量の小計 

      建築物用用途の各使用水量を足し合わせて，小計を算出して下さい。これは，最大使用水

量，平均使用水量及び年間使用水量それぞれについて算出します。 

      〈平均使用水量の小計の算出例〉 
 

 

 

   ＊６ 建築物用用途以外の用途の使用水量小計 

      建築物用用途以外の用途の各使用水量を足し合わせて，小計を算出して下さい。これは，

最大使用水量，平均使用水量及び年間使用水量それぞれについて算出します。 

      〈平均使用水量の小計の算出例〉 

 

 

 

＊７ 使用水量の合計の算出 

 (1) 建築物用用途の使用水量の小計と，建築物用用途以外の用途の小計を合計してください。

最大使用水量，平均使用水量及び年間使用水量それぞれについて算出します。 

   〈平均使用水量の合計の算出例〉 

 

 

１６．０ 
冷房用用途の 

平均使用水量 

０．０２ 
暖房用用途の 

平均使用水量 

２．６ 
洗車用用途の 

平均使用水量 

５０．０ 
トイレ用用途の 

平均使用水量 

６８．６２ 
建築物用用途の 

平均使用水量小計

１６．０ 
冷房用用途の 

平均使用水量 

  ９０   
冷房用用途の 

年間稼働日数 

１，４４０ 
冷房用用途の 

年間使用水量 

３．０ 
建築物用途用途 

以外の用途の 

平均使用水量小計

３．０ 
建築物用途用途 

以外の用途の 

平均使用水量小計 

７１．６２ 
平均使用水量合計 

６８．６２ 
建築物用途の 

平均使用水量小計 

＋ ＋ ＋ ＝ 

１．０ 
厨房等用用途の 

平均使用水量 

１．５ 
洗浄用用途の 

平均使用水量 

０．５ 
散水用用途の 

平均使用水量 

＋ ＋ ＝ 

＋ ＝ 
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 (ｲ) 他の水源の使用計画 

    地下水以外の水源の用途及び使用水量を記載してください。記載の仕方については，基本的に

(ｱ) 地下水の用途及び使用水量と同様ですが，こちらについては，各用途ごとの水源について

も記載してください。 

 

   ＊８ 水源 

       それぞれの用途の水源を記載してください。水源としては「水道」，「再利用水」，「雨

水」等が例としてあげられます。 

     注） 「再利用水」 

ある用途に使用した，地下水又は他の水源の水を，別の用途に再利用するものをい

います。 

例えば，冷却水として利用した，地下水又は他の水源の水を，トイレの洗浄水とし

て再利用するものがこれに含まれます。 

ただし，地下水又は他の水源の水を，同一用途に再利用したものはこれに含まれま

せん。例えば，冷房用水を冷却塔を使って循環使用している場合，循環水は再利用水

ではありません。 

 

 

 ※参考 

  使用水量について 

   用途別の使用水量が分からないとき，冷房，トイレ用途については，以下の表を参考にしてくだ

さい。（この表に従わなくてはならないものではありません。） 

１日当たりの冷房用途及びトイレ用途に係る使用水量     （単位：ℓ） 

1m2当たり 1 人当たり その他の単位(( )内)当たり
建物の種類 

冷房 トイレ 冷房 トイレ 冷房 トイレ 

事務所・庁舎  1.0  2.6 18.6  51.2     
百貨店・量販店  0.9  9.0 24.0 246.0     
駅ビル・地下街  1.8 18.6 36.0 369.0     
ホテル・旅館  1.4  5.4 69.0 264.5     
映画館  2.8 11.7      7.2（席）  30.2（席） 

劇場  1.4  4.3      7.8（席）  24.1（席） 

保育所･幼稚園･小学

校 
 1.0  7.7    38.4     

中学校  1.0  8.3    41.3     
幼稚園，小学校及び 

中学校以外の学校 
 1.0  4.9    68.3     

病院  0.9  8.5 44.0 396.0 44.0（床） 396.0（床） 

集合住宅  1.0         129.9（戸） 

単身者用集合住宅・ 

独身寮 
 1.0          53.6（戸） 
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エ 別紙３の記載例 

地下水採取基準水量 

１ 建築物用用途に利用する地下水標準採取量（m3） 

事務所部分の床面積 10,000 m2，量販店部分の床面積 5,000 m2 

冷房用途の地下水標準採取量：年間使用日数が 90 日 

0.5×(10,000＋5,000)×90＝675,000（ℓ） 

暖房用途の地下水標準採取量：蒸気ボイラーの換算蒸発量 1,000kg/h，稼働率が 40%，１日

使用時間 10 時間，補給水量蒸発量の２％，年間暖房使用日数

150 日 

1000×0.4×10×0.02×150＝12,000（ℓ） 

トイレ用途の地下水標準採取量：年間使用日数が 300 日 

(1.3×10,000＋4.5×５,000)×300＝10,650,000（ℓ） 

洗車用途の地下水標準採取量：洗車台数１日 10 台，年間 150 日洗車 

130.0×10×150＝195,000（ℓ） 

  地下水標準採取量＝(675,000＋12,000＋10,650,000＋195,000)／1,000 

          ＝１１，５３２（m3） 

 

２ 建築物用用途以外の地下水節水量（m3） 

事務所の床面積 10,000 m2，量販店部分の床面積 5,000 m2 

１日の標準使用水量：4.4×10,000＋12.1×5,000＝104,500（ℓ） 

建築物用用途以外の用途の地下水使用量：雑用水用途に１日当たり 19.5m3 ＝19,500（ℓ） 

  建築物用用途以外の用途の地下水節水量：年間使用日数が 300 日 

(104,500－19,500)×300×0.5／1,000＝12，750（m3） 

 

３ 地下水かん養水量（m3） 

浸透ます及び浸透性排水管のかん養水量 

別添図より，雨水を集めることのできる区域の面積（集水面積）1,700 m2，火山灰質，Ｗ＝Ｌ

＝0.8ｍ，Ｈ＝0.7ｍの浸透ますが３個， 

Ｗ＝Ｈ＝0.6ｍ，Ｌ＝40ｍの浸透トレンチで接続。 

浸透ます３個分の設計浸透量 

Ｑ11 ＝0.01×0.002×｛0.8×0.8＋2×0.7×(0.8＋0.8)＋π×(0.7)2｝×0.4×3 

     ＝0.0001（m3／s） 

浸透トレンチ分の設計浸透量 

Ｑ12＝0.01×0.002×（0.6＋2×0.6）×40×0.9＝0.0013（m3／s） 

合計の設計浸透量：Ｑ1＝0.0001＋0.0013＝0.0014（m3／s） 

日降雨対応浸透能力：Ｑ2＝（0.0014／1,700）×3,600×24×1,000＝71（㎜／日） 

Ｑ2＞30 ㎜／日よりＱ3＝0.9m3 

浸透ます及び浸透性排水管のかん養水量＝0.9×1,700＝１，５３０（m3） 

還元井戸のかん養水量：井戸の概要は別添図の通り 

   年間還元水量１，５３８（m3） 
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緑地のかん養水量：緑地面積 640m2 

緑地のかん養水量＝640×0.54＝３４６（m3） 

  地下水かん養水量＝1,530＋1,538＋346＝３，４１４（m3） 

 

４ 建築物用用途の再利用水量（m3） 

  なし 

 

５ 地下水採取基準水量（１～４の合計）（m3） 

  Ｘ＝１１，５３２＋１５，２２５＋３，４１４ 

   ＝３０，１７１（m3） 

 

エ 別紙３の記載要領について 

  地下水採取基準説明（３３ページ以降）を参照してください。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緑地 

店舗兼事務所ビル 

井戸 No.1 

Ｎ 

道路 

別添図１ 揚水施設の配置図 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冷却塔 

1-9F 

冷房 

暖房 

下水

補給水量 

0.02 m3/日 

（冬季） 

補給水量 

16 m3/日（夏期） 

熱交換器

（冷房） 

水道 

受水槽 

給湯用ボイラー 

暖房用 

ボイラー 

ＦＣＵ 

熱交換器

（暖房） 

別添図２ 地下水及び他の水源の使用のための系統を記載した図面 

 

 

1-9F 

飲料 0.5 m3/日 

 

9F 

厨房 5 m3/日 

(地下水 1 m3/日) 

(水道 4 m3/日) 

 

 

1-9F 

トイレ 50 m3/日 

洗浄  1.5 m3/日

 

1F 

散水 0.5 m3/日 

 

B1F 

洗車 2.6 m3/日 

 

： ポンプ  

 

： メーター 

 

： 井水系統 

 

： 市水系統 

 

： 排水系統 

Ｍ

井戸 NO.1 

M
M 

1.0 m3/日 

3.6 

m3/日 

51.0 

m3/日 

4.5 m3/日 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

U 字トラフ 

浸透トレンチ 

浸透ます 

全体平面図 １／４００ 

砕石

０
．
６
０
０

０．６００

浸透トレンチの断面

浸透ますの断面図 

０
．
７
０
０

０．８００

砕石

浸 透 ま す の 平 面 図 

・・

・・・

０．８００

０
．
８
０
０

１０．００

緑地

６４０

浸透ます及び浸透トレンチの集水面積

９０．０００

１
０
．
０
０

４
０

．
０

０

２０．００

５
０

．
０

０

オーバーフローは下水（雨水管）へ 

２
０
．
０
０

５６．０００

２
０
．
０
０

６０．００

４
．
０
０
０

店舗兼事務所

２０．００

揚水 

施設 

別添図３ 地下水のかん養に係る施設の図面 
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還元井戸の概要 

 還元井戸への系統については，地下

水及び他の水源の使用のための系

統図に記載。 

還元井戸 

番    号 還元井戸 

地 盤 の 標 高 
２１．０ｍ

井 戸 の 深 度 

（ 地 表 面 下 ） ７０ｍ

井 戸 の 口 径 
１００mm

ストレーナーの位

置 

（ 地 表 面 下 ） 

１３．０～２２．０

ｍ

２５．０～３６．０

ｍ

水量測定器 

水 量 測 定 器 の 

種    類 

① 羽根車式  

２ 回転球式 

３ 差圧式  

４ 面積式 

５ 渦式    

６ 電磁式 

７ 超音波式 

８  そ の 他

（     ） 

口    径 
５０mm

測 定 流 量 範 囲 ０ ～ ２５   

      m3／時

  

別添図３－２ 地下水のかん養に係る施設の図面 
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 (2) 氏名（名称・住所・所在地）変更届（条例第 112 条）〔様式６〕の記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式６ 

氏名（名称・住所・所在地）変更届 

平成１５年１１月８日   
 

（あて先）札 幌 市 長 
〒０００－０００１ 

届出者 住  所 中央区北○条西×丁目１－２ 

氏  名 株式会社 ○×建設 

   代表取締役社長 札幌 太郎 
                     （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

電話番号 １２３－４５６７ 
 

次のとおり氏名（名称等）に変更があったので，札幌市生活環境の確保に関する条例第３５条（第

４８条，第６５条，第１１２条）の規定により届け出ます。 

変

更

前 
代表取締役社長 北海 次郎 

変

更

の

内

容 
変

更

後 
代表取締役社長 札幌 太郎 

変 更 年 月 日  平成１５年 １１月 １日 

変 更 の 理 由  社長交代のため 

※ 整 理 番 号   

※ 工 場 等 番 号  

※ 受 理 年 月 日 年   月   日

※

備

考

 

注 ※の欄には，記入しないでください。 
備考 この様式により難いときは，この様式に準じた別の様式を使用することができる。 

＊ １  

＊ ２  

＊ ３  

＊ ４  

＊ ５  

＊ ６  

＊ ７  
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(2) 氏名（名称・住所・所在地）変更届（条例第 112 条）〔様式６〕の記載要領 

代表者名，法人名称，住所及び所在地に変更があった場合，変更のあった日から３０日以内にこ

の届出を提出してください。 

 

  ＊１ 届出の種類 

     該当する事項を残し，それ以外の事項については，黒２重線で抹消してください。 

 

  ＊２ 届出者 

     原則として，個人営業の場合は事業主の氏名，住所及び電話番号を，法人の場合は法人の名

称，代表者の氏名，住所及び電話番号を記載してください。 

 

  ＊３ 届出根拠 

該当する条項を残し，それ以外の条項については，黒２重線で抹消してください。 

第 35 条 ばい煙発生施設に関する届出についての氏名等変更 

第 48 条 粉じん発生施設に関する届出についての氏名等変更 

第 65 条 騒音発生施設に関する届出についての氏名等変更 

第 74 条 拡声放送に関する届出についての氏名等変更 

第 98 条 有害物質取扱事業場に関する届出についての氏名等変更 

第 112 条 揚水施設に関する届出についての氏名等変更 

 

  ＊４ 変更の内容－変更前 

     変更前の氏名，名称，住所等を記入してください。 

 

  ＊５ 変更の内容－変更後 

     変更後の氏名，名称，住所等を記入してください。 

 

  ＊６ 変更の年月日 

     変更の事実が発生した年月日を記入してください。 

 

  ＊７ 変更の理由 

     変更の生じた理由を記入してください。代表者の変更，会社の移転，社名変更などが例とし

てあげられます。 
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 (3) 揚水施設使用廃止届（条例第 112 条）〔様式２３〕の記載例 

 

 

様式２３ 

揚水施設使用廃止届 
  平成 15 年 12 月 1 日   

 
（あて先）札 幌 市 長 
       〒０００－０００１ 

届出者 住  所 中央区北○条西×丁目１－２ 
                     氏  名 株式会社 ○×ビルディング 

         代表取締役社長 札幌 太郎 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）   
      電話番号 １２３－４５６７   
 

 揚水施設の使用を廃止したので，札幌市生活環境の確保に関する条例第１１２条

の 規 定 に よ り ， 次 の と お り届 け 出 ま す 。  

設置されている

建 物 等 の 名 称
○×ビルディング 

揚
水
施
設
の
設
置
の
場
所 

所 在 地 中央区北○条西×丁目１－２ 

使 用 廃 止 年 月 日 平成１５年１１月１５日 

使 用 廃 止 の 理 由 水道への切替のため 

※ 整 理 番 号  

※ 受 理 年 月 日 年  月  日

※ 施 設 番 号  

※ 

備 
 

考 

 

注 ※の欄には記入しないでください。 
備考 この様式により難いときは，この様式に準じた別の様式を使用することができる。  

＊ １  

＊ ４  

＊ ３  

＊ ２  

＊ ５  
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 (3) 揚水施設の使用廃止届（第 112 条）〔様式２３〕の記載要領 

   揚水施設を廃止した場合は，廃止の日から３０日以内に廃止届を提出してください。 

 

  ＊１ 届出者 

     原則として，個人営業の場合は事業主の氏名，住所及び電話番号を，法人の場合は法人の名

称，代表者の氏名，住所及び電話番号を記載してください。 

 

  ＊２ 設置されている建物等の名称 

     揚水施設を設置していたビル・建物の名前を記入してください。 

 

  ＊３ 所在地 

     揚水施設を設置していたビル・建物の住所を，区から枝番まで記入してください。 

 

  ＊４ 使用廃止年月日 

     揚水施設を廃止した年月日を記入してください。 

 

  ＊５ 使用廃止の理由 

     揚水施設の使用を廃止した理由を記載してください。井水系等を市水道に切り替えたり，建

物自体の廃止，取り壊しなどが例としてあげられます。 
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 (4) 揚水施設の承継届（第 112 条）〔様式２３〕の記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２４ 

揚水施設承継届 
平成 15 年 12 月 1 日   

 
（あて先）札 幌 市 長 
       〒０００－０００１  

届出者 住  所 中央区北○条西×丁目１－２  
                     氏  名 株式会社 ○×ビルディング 

         代表取締役社長 札幌 太郎  
      （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

電話番号 １２３－４５６７  
 

 揚 水 施 設 に 係 る 届 出 者 の 地 位 を 承 継 し た の で ，札 幌 市 生 活 環 境 の 確 保 に 関 す る 条

例 第 １ １ ３ 条 に お い て 準 用 す る 同 条 例 第 ３ ６ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り ，次 の と お り 届

け 出 ま す 。  
承

継

前

××ビルディング  
設置されている

建 物 等 の 名 称 承

継

後

○×第２ビル  

揚
水
施
設
の
設
置
の
場
所 

所 在 地 中央区南○条西×丁目３－４ 

承 継 の 年 月 日 平成１５年１１月１５日 

氏 名 又 は

名 称

株式会社 ××ビルディング 

代表取締役社長 北海 道男  
被

承

継

者 住 所 中央区南○条西×丁目３－４  

承 継 の 原 因 会社合併のため  

※ 整 理 番 号  

※ 受 理 年 月 日  年    月    日

※ 施 設 番 号

※ 

備 
 

 

考 

 

注 ※の欄には記入しないでください。 
備考 この様式により難いときは，この様式に準じた別の様式を使用することができる。  

＊ １  

＊ ４  

＊ ３  

＊ ２  

＊ ５  

＊ 6 

＊ 7 

＊ 8 
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 (4) 揚水施設承継届（第 113 条）〔様式２４〕の記載要領 

揚水施設を譲り受け，又は借り受けた，又は，相続あるいは合併若しくは分割により，揚水施

設を承継した時，その承継のあった日から３０日以内に提出してください。 

 

  ＊１ 届出者 

     原則として，個人営業の場合は事業主の氏名，住所及び電話番号を，法人の場合は法人の名

称，代表者の氏名，住所及び電話番号を記載してください。 

 

  ＊２ 設置されている建物等の名称－承継前 

     揚水施設を設置しているビル・建物の承継前の名前を記入してください。 

 

  ＊３ 設置されている建物等の名称－承継後 

     揚水施設を設置しているビル・建物の承継後の名前を記入してください。承継前と代わらな

い場合についても，記入をしてください。 

 

  ＊４ 所在地 

     揚水施設を設置しているビル・建物の住所を，区から枝番まで記入してください。 

 

  ＊５ 承継の年月日 

     揚水施設を承継した年月日を記入してください。 

 

  ＊６ 被承継者の氏名又は名称 

     承継前の揚水施設設置者について，個人営業の時は事業主，法人の時は名称，代表者の氏名

を記載してください。 

 

  ＊７ 被承継者の住所 

     承継前の揚水施設設置者について，その住所を記載してください。 

 

  ＊８ 承継の原因 

     承継行為が行われた原因について記載してください。揚水施設を設置している建物の買収，

借用，当該建物の相続，当該建物を保有している法人の合併，分割等の原因による承継が例と

してあげられます。 
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 (5) 地下水採取量報告書（条例 114 条）〔様式２５〕の記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２５ 

地下水採取量報告書 
平成 16 年 4 月 15 日  

 
（あて先）札 幌 市 長 
       〒０００－０００１ 

届出者 住  所 中央区北○条西×丁目１－２ 
                     氏  名 株式会社 ○×ビルディング 

         代表取締役社長 札幌 太郎 
      （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

電話番号 １２３－４５６７                     
       

 札幌市生活環境の確保に関する条例第１１４条の規定により，平成 15 年度の地下水の採取量につ

いて，次のとおり報告します。 
設置されている 
建 物 等 の 名 称 ○×ビルディング 

揚 水 施 設 の 
設 置 の 場 所 

所 在 地 中央区北○条西×丁目１－２ 

井戸番号 NO.1 NO.2 還元井 

４ 月 ６７７ m3 ７１８ m3 １ m3

５ 月 ６６２ m3 ５６８ m3 １１４ m3

６ 月 ９２９ m3 １１２５ m3 ３１２ m3

７ 月 １０９９ m3 ９０７ m3 ４２８ m3

８ 月 １３６７ m3 １２２２ m3 ４２９ m3

９ 月 ７１８ m3 ８０２ m3 ５４ m3

１０ 月 ５８４ m3 ６１８ m3 ０ m3

１１ 月 ９０３ m3 ８６０ m3 ０ m3

１２ 月 ６４３ m3 ７５４ m3 ０ m3

１ 月 ９１８ m3 ８２８ m3 ０ m3

２ 月 ５６９ m3 ６４６ m3 ０ m3

３ 月 ６７０ m3 ８１７ m3 ０ m3

合計(ｍ３) ９７３９ m3 ９８６５ m3 １，５３８ m3

届出水量 m3 

（Ａ） 
採取水量 m３ 

（B） 
還元水量 m3 

（Ｃ） 
差引水量差 m3 
（Ａ―Ｂ） 

１７，７３３ １９，６０４ １，３３８ －１，８７１ 

担当者及び 
連 絡 先 

中央区北△条西◇丁目３－４ 
株式会社○×設備工業 山川 海子 電話番号 ９８７－６５４３ 

注１ 届出水量には，揚水施設設置（使用・変更）届によって届け出た地下水の使用水量の年間使

用量の合計を記入してください。 
 ２ 採取水量には，各井戸（還元井を除く。）の合計水量を記入してください。 

備考 この様式により難いときは，この様式に準じた別の様式を使用することができる。 

＊ ８  

＊ 5 

＊ 1

＊ 2 

＊ 3 

＊ 4 

＊ ９  

＊ 6 

＊ 7 



 

31

(5) 地下水採取量報告書（条例 114 条）〔様式２５〕の記載要領 

地下水採取者は毎年４月末日までに，前年度の地下水採取量を報告してください。還元井を設置し

ている場合は，その還元水量も報告してください。 

  ＊１ 届出者 

     原則として，個人営業の場合は事業主の氏名，住所及び電話番号を，法人の場合は法人の名

称，代表者の氏名，住所及び電話番号を記載してください。 

  ＊２ 報告年度 

     地下水採取行為が行われていた年度を記載してください。 

  ＊３ 設置されている建物等の名称 

     揚水施設を設置しているビル・建物の名前を記入してください。 

  ＊４ 所在地 

     揚水施設を設置しているビル・建物の住所を，区から枝番まで記入してください。 

  ＊５ 井戸番号 

     届出している井戸の番号を全て記入してください。還元井を設置している場合は，還元井と

記入してください。 

  ＊６ 月ごとの地下水採取量及び還元水量 

     井戸別に月ごとの地下水採取量を記載してください。還元井の場合は，水量測定器で測定さ

れた見かけ上の還元水量から，オーバーフロウによる放流水量を除いた値を記載してください。 

  ＊７ 地下水採取量合計 

     月ごとの地下水採取量もしくは還元水量を合計し，井戸別の年間地下水採取量を算出してく

ださい。 

  ＊８ 届出水量等 

    (1) 届出水量 

       届出上の年間地下水採取量合計を記載してください。具体的には，様式２２の別紙２「地

下水の用途及び使用水量」における年間使用水量の合計を記載してください。 

    (2) 採取水量 

       当該報告年度について，全ての井戸の年間地下水採取量を合計したものを記載してくだ

さい。 

    (3) 還元水量 

       当該報告年度について，全ての還元井の年間還元水量の合計を記載してください。 

    (4) 差引水量差 

       届出水量から採取水量を引いたものを記載してください。 

  ＊９ 担当者及び連絡先 

     当該報告について，札幌市側からの，質問等の窓口となる担当者名及び連絡先を記載してく

ださい。なお，この部分については，記入する義務はありませんが，事務処理の円滑化のため

に，記入するようお願いします。 



 



 

 

 

 

 

 
 

 

 

Ⅲ 地下水採取基準 
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札幌市生活環境の確保に関する条例第１０８条では，「規則で定める用途に地下水を利用する場合は，

規則で定める地下水採取基準を遵守しなければならない。」としています。 

規則で定める用途とは，「冷房設備，暖房設備，水洗便所及び自動車車庫に設けられた洗車設備の用

に供する用途（以下「建築物用用途」という。）」（規則第５６条）となっており，規則第５７条，別表

１０で建築物用用途に地下水を利用する者は，算出する地下水採取基準量の範囲内で採取するものと

しています。 

 

 

地下水採取基準量は，１年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量，１年間当

たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量，１年間当たりの地下水かん養水量，

１年間当たりの建築物用用途の再利用水量のそれぞれを算出した合計となります。この基準は，１年

間の建築物用用途に利用する地下水の採取量に適用されます。 

様式２２の別紙３の地下水採取基準に係る地下水採取量を記入する欄には，算出根拠が分かるよう

計算過程も記入するようにしてください。 

 

※次の方法 

 次ページ以降の１～４をご覧ください。 

別表１０ 

 

建築物用用途に地下水を利用する者は，次の方法※により算出する 1 年間当たりの地下水を採取す

る基準となる水量（以下「地下水採取基準水量」という。）の範囲内で当該用途のために地下水を採

取するものとする。 

 
地下水採取基準水量（Ｘ（m3））は，次の算式により求めるものとする。 

 

Ｘ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ 

 

この式において，Ａ，Ｂ，Ｃ及びＤは，それぞれ次の値を表すものとする。 

Ａ １年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量（m3） 

Ｂ １年間当たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量（m3） 

Ｃ １年間当たりの地下水かん養水量（m3） 

Ｄ １年間当たりの建築物用用途の再利用水量（m3） 
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１ １年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量 

（１）１年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量（Ａ（m3））は，次の算式に

より求めるものとする。 

Ａ＝（Ａ11×Ａ21+Ａ12×Ａ22＋Ａ13×Ａ23＋Ａ14×Ａ24）／1,000 

この式において，Ａ11，Ａ12，Ａ13，Ａ14，Ａ21，Ａ22，Ａ23及びＡ24は，それぞれ次の値を表す

ものとする。 

Ａ11  １日当たりの冷房設備の用に供する用途（以下「冷房用途」という。）に利用する地下

水に係る標準採取量（ℓ）とし，付表１により算出する。 

Ａ12 １日当たりの暖房設備の用に供する用途に利用する地下水に係る標準採取量（ℓ）とし，

使用機器に規定されている補給水量を参考に，暖房方式，運転時間等を考慮して算出する。 

Ａ13 １日当たりの水洗便所の用に供する用途（以下「トイレ用途」という。）に利用する地

下水に係る標準採取量（ℓ）とし，付表１により算出する。 

Ａ14 １日当たりの自動車車庫に設けられた洗車設備の用に供する用途に利用する地下水に

係る標準採取量（ℓ）とし，130.0ℓに１日当たりの洗車台数を乗じて算出する。 
Ａ21 １年間に冷房設備を使用する日数（日）とする。 

Ａ22 １年間に暖房設備を使用する日数（日）とする。 

Ａ23 １年間に水洗便所を使用する日数（日）とする。 

Ａ24 １年間に自動車車庫に設けられた洗車設備を使用する日数（日）とする。 

 

付表１ １日当たりの冷房用途及びトイレ用途に係る標準採取量              （単位：ℓ）

1m2当たり 1 人当たり その他の単位(( )内)当たり
建物の種類 

冷房 トイレ 冷房 トイレ 冷房 トイレ 

事務所・庁舎 0.5 1.3 9.3  25.6   

百貨店・量販店 0.5 4.5 12.0 123.0   

駅ビル・地下街 0.9 9.3 18.0 184.5   

ホテル・旅館 0.7 2.7 34.5 132.0   

映画館 1.4 5.9    3.6（席）  15.1（席）

劇場 0.7 2.2    3.9（席）  12.1（席）

保育所･幼稚園･ 

小学校 
0.5 3.9   19.2   

中学校 0.5 4.2   20.7   

幼稚園，小学校及び

中学校以外の学校 
0.5 2.5   34.2   

病院 0.5 4.2 22.0 198.0 22.0（床） 198.0（床）

集合住宅 0.5      65.0（戸）

単身者用集合住宅・

独身寮 
0.5      26.8（戸）

注１ １日当たりの冷房用途及びトイレ用途に係る標準採取量は，上記の建物の種類に応じた１m2当たり

の標準採取量に延べ床面積（駐車場部分を除く。）（m2）を乗じて算出する。ただし，これにより難い

場合は，次のいずれかの方法により算出することができる。 

(1) １人当たり標準採取量に従業員等の人員（客数は含まないものとし，ホテル・旅館にあっては

宿泊可能人員，学校にあっては生徒等及び教職員の数とする。）を乗じて算出する方法 

(2) その他の単位(( )内)当たり標準採取量に( )内の単位による数を乗じて算出する方法 

２ 上記の建物に当てはまらない場合は，次の方法で求める。 

(1)  １日当たりの冷房用途に係る標準採取量は， 0.7ℓに延べ床面積（駐車場部分を除く。）（m2）を

乗じて算出する。 

(2) １日当たりのトイレ用途に係る標準採取量は，規格 A 3302 により建物別に処理対象人員を算

定し，算定人員に 25ℓを乗じて算出する。 
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１年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量は，各用途の１日あたりの地下水

標準採取量に年間使用日数を乗じて算出します。 

(1)  冷房用途及びトイレ用途に係る標準採取量（Ａ11×Ａ21，Ａ13×Ａ23） 

冷房用途及びトイレ用途に係る１日当たりの標準採取量は，付表１より算出します。 

表１より該当する建物の種類に応じた１m2当たりの標準採取量を求めて，その値に延べ床面積

（駐車場部分除く。）（m2）を乗じて算出します。 

面積により算出することが難しい場合には，１人当たりやその他の単位(( )内)当たりの標準

採取量を使用して算出してください。 

１人当たりの標準採取量を使用する場合には，建物の種類に応じた標準採取量に従業員等の人

員を乗じて算出してください。従業員等の人数には客数は含みません。建物に常時勤務する人の

人数を用いてください。ただし，ホテル・旅館の場合は従業員数ではなく宿泊可能人員を，学校

の場合は，生徒（園児，児童，学生）と教職員の数を乗じて算出してください。 

その他の単位(( )内)当たりの標準採取量を使用する場合には，標準採取量に( )内の単位の数

（映画館・劇場の場合は席数，病院はベッド数，集合住宅等は戸数）を乗じて算出してください。 

表内の建物の種類に当てはまらない場合は，付表の注２を利用して算出してください。 

以上によって算出された１日あたりの地下水標準採取量に冷房の場合は１年間の冷房の使用

日数，トイレの場合は１年間に施設を使用する（定休日等を除いた）日数を乗じて，１年間の冷

房用途及びトイレ用途に利用する地下水標準採取量を算出します。 

建物の種類が複数あり，床面積（従業員数，その他）をそれぞれの区分に分けることができる

場合は，それぞれの種類別に水量を算出します。床面積（従業員数，その他）をそれぞれの区分

に分けることができない場合には，建物の主な種類で算出してください。 

 

例)事務所部分の床面積が 10,000 m2，量販店部分の床面積が 5,000 m2，年間使用日数が 90 日の

場合の冷房用途の地下水標準採取量 

表１より事務所，量販店の１m2 当たりの冷房用途の１日の地下水標準採取量は，両建物用途

とも 0.5 ℓであるので， 

０．５    ×（１０，０００＋５，０００）×９０＝６７５，０００（ℓ） 

単位面積あたり１日地下水標準採取量    事務所部分面積    量販店部分面積   年間使用日数 

 

例)事務所部分の床面積が 10,000 m2，量販店部分の床面積が 5,000 m2，年間使用日数が 300 日の

場合のトイレ用途の地下水標準採取量 

表１より１m2当たりのトイレ用途の１日の地下水標準採取量は，事務所で 1.3 ℓ，店舗（量販

店）で 4.5 ℓとなるので， 

（１．３×１０，０００＋４．５×５，０００）×３００＝１０，６５０，０００（ℓ） 

事務所部分の１日地下水標準採取量  量販店部分の１日地下水標準採取量  年間使用日数 

 



 
37

(2)  暖房設備の用に供する用途に利用する地下水に係る標準採取量（Ａ12×Ａ22） 

暖房設備の用に供する用途に利用する地下水に係る標準採取量は，使用機器に規定されている

補給水量を参考に，暖房方式，運転時間等を考慮して１日あたりの地下水標準採取量を算出しま

す。それに１年間の暖房の使用日数を乗じます。 

 

(3)  自動車車庫に設けられた洗車設備の用に供する用途に利用する地下水に係る標準採取量 

（Ａ14×Ａ24） 

洗車水量は自動車車庫に設けられた洗浄設備について対象となります。屋外の洗浄設備は対象

となりません。 

１台あたり 130.0ℓとし，１日に洗車を行う車の台数を乗じて１日あたりの地下水標準採取量を

算出します。算出された値に１年間のうちで洗車を行う日数を乗じて１年間の標準採取量を算出

します。 

 

 

各用途の１年間当たりの地下水に係る標準採取量を合計し，単位を合わせ（ℓを m3に変換），１年間

当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量を算出します。 

例)換算蒸発量が 1,000kg/h の蒸気ボイラーで稼働率が 40%，１日の使用時間 10 時間，補給水量

が蒸発量の２％見込まれる場合で，年間暖房使用日数が 150 日の場合。 

１，０００×０．４×１０×０．０２×１５０＝１２，０００（ℓ） 

１日当たりの補給水量            年間使用日数 

 

例)20,000ℓの水を循環させている温水ボイラーで１日の補給水量が循環水量の 0.1%で年間暖房

使用日数が 150 日の場合。 

２０，０００×０．００１×１５０＝３，０００（ℓ） 

１日当たりの補給水量       年間使用日数 

例)10 台の車をそれぞれ年間 150 日洗車する場合の地下水標準採取量 

１３０．０×１０×１５０＝１９５，０００（ℓ） 

洗車用途の１日地下水標準採取量 年間使用日数 
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２ １年間当たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量 

(2) １年間当たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量（Ｂ（m3））は，次の算式に

より求めるものとする。 

 

Ｂ＝（Ｂ1－Ｂ2）×Ｂ3×0.5／1,000 

 

この式において，Ｂ1，Ｂ2及びＢ3は，それぞれ次の値を表すものとする。この場合において，Ｂ

が負の値になった場合には，Ｂ＝０とする。 

Ｂ1    １日当たりの建築物用用途以外の用途に利用する標準使用水量（ℓ）とし，付表２により算出

する。 

Ｂ2   １日当たりの付表２に掲げる建物に係る建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る採

取量（ℓ）とする。 

Ｂ3   １年間に建築物用用途以外の用途に水を使用する日数（日）とする。 

 

 

付表２ １日当たりの建築物用用途以外の用途に利用する標準使用水量    （単位：ℓ） 

建物の種類 1m2当たり 1 人当たり その他の単位(( )内)当たり 

事務所・庁舎 4.4   85.2   

百貨店・量販店 12.1  330.0   

駅ビル・地下街 24.8  495.0  

ホテル・旅館 16.7  816.5   

映画館 2.9   7.6 （席）

劇場 5.9   33.2 （席）

保育所・幼稚園・小学校 3.4  16.6  

中学校 2.8  13.8  

幼稚園，小学校及び中学校以

外の学校 
1.5  21.8  

病院 14.1  660.0  660.0 （床）

集合住宅   657.7 （戸）

単身者用集合住宅・独身寮   271.4 （戸）

注 １日当たりの建築物用用途以外の用途に利用する標準使用水量は，上記の建物の種類に応じた１m2当た

りの標準使用水量に延べ床面積（駐車場部分除く。）（m2）を乗じて算出する。ただし，これにより難い場

合は，次のいずれかの方法により算出することができる。 

(1) １人当たり標準使用水量に従業員等の人員（客数は含まないものとし，ホテル・旅館にあっては宿

泊可能人員，学校にあっては生徒等及び教職員の数とする。）を乗じて算出する方法 

(2) その他の単位(( )内)当たり標準使用水量に( )内の単位による数を乗じて算出する方法 

 

 

建築物用用途以外の用途で地下水を節水している（節水器具を設置している，水の使用量を減量し

ている，水の使用に当たって地下水以外の水源を使用している等）場合，その節水量の半分を基準水

量に加えることができます。 

 

(1)  建築物用用途以外の用途に利用する１日当たりの標準使用水量（Ｂ1） 

建築物用用途以外の用途に利用する１日当たりの標準使用水量を付表２により算出します。こ

の標準使用水量には，原材料用や工業用等，特殊なものは含まれていません。 

付表２より該当する建物の種類に応じた１m2当たりの標準使用水量を求めて，その値に延べ床

面積（駐車場部分除く）（m2）を乗じて算出します。 
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面積により算出することが難しい場合には，１人当たりやその他の単位(( )内)当たりの標準

使用水量を使用して算出してください。この場合の人員等の考え方は，建築物用用途の標準採取

量を算出するときと同じです。 

 

(2)  付表２に掲げる建物に係る建築物用用途以外に利用する地下水に係る１日当たりの採取量

（Ｂ2） 

付表２に掲げる建物に係る建築物用用途以外に利用する地下水に係る１日当たりの採取量は，

様式２２の別紙２に記入したその他用途の平均使用水量を用いてください。ただし，原材料用や

工業用等，特殊なものは除きます。 

このとき，別紙２に記入している単位（m3）と算出式に示されている単位（ℓ）が違うことに注

意してください。 

 

Ｂ1 からＢ2 を減じたものに建物が稼働している（定休日等を除いた）年間使用日数（Ｂ3）を乗じ，

さらに 0.5 を乗じ（実際の節水量の半分を建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量と

見なす），単位を合わせ（ℓを m3 に変換），１年間当たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水

に係る節水量を算出します。 

Ｂ1からＢ2を減じた時に負の値（ゼロ未満）になったときは，Ｂ＝０（建築物用用途以外の用途に

利用する地下水に係る節水量は無し）とします。 

例) 事務所で床面積が 10,000 m2，量販店部分の床面積が 5,000 m2の場合の１日あたりの建築物用

用途以外の用途の１日の標準使用水量 

表２より１m2 当たりの建築物用用途以外の用途の１日の標準使用水量は，事務所で 4.4 ℓ，

店舗（量販店）で 12.1 ℓであるので， 

４．４×１０，０００ ＋ １２．１×５，０００ ＝ １０４，５００（ℓ） 
事務所部分の１日建築物用以外標準使用水量  量販店部分の１日建築物用以外標準使用水量   

例）建築物用用途以外の用途の内，地下水使用量が，雑用水用途に１日当たり 19.5m3使用し，そ

れ以外（飲料水，洗浄水等）は，水道水を使用する場合。 

１９．５（m3）×１，０００＝１９，５００（ℓ） 

例) 事務所で床面積が 15,000 m2，量販店部分の床面積が 10,000 m2，建築物用用途以外の地下水

使用量が雑用水用途に１日あたり 3m3，年間使用日数が 300 日の場合の１年間当たりの建築物用

用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量 

上記(1),(2)の例より 

Ｂ1＝１０４，５００（ℓ），Ｂ2＝３，０００（ℓ） 

Ｂ＝（１０４，５００－３，０００）×３００×０．５／１，０００＝１５，２２５（m3） 
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３ １年間当たりの地下水かん養水量 

(3) １年間当たりの地下水かん養水量（Ｃ（m3））は，次の算式により求めるものとする。 
 

Ｃ＝Ｃ1＋Ｃ2＋Ｃ3 

 

この式において，Ｃ1，Ｃ2及びＣ3は，それぞれ次の値を表すものとする。 

Ｃ1  １年間当たりの浸透ます及び浸透性排水管による地下水のかん養水量（m3）とし，付表３に

より算出する。 

Ｃ2  １年間当たりの還元井戸による地下水のかん養水量（m3）とし，水量測定器で計量された還

元水量から，オーバーフローによる放流水量を減じて算出する。 

Ｃ3  １年間当たりの緑地による地下水のかん養水量（m3）とし，0.54m3に緑地面積（m2）を乗じ

て算出する。 

 

 

付表３ １年間当たりの浸透ます及び浸透性排水管による地下水のかん養水量 

 

１年間当たりの浸透ます及び浸透性排水管による地下水のかん養水量（Ｃ1（m3））は，次の算式に

より求めるものとする。ただし，複数の浸透ます及び浸透性排水管がそれぞれ異なる区域の雨水を

集める場合には，Ｃ1はそれぞれの区域について求めた値の合計とする。 

Ｃ1＝Ｑ1×Ｓ 

この式において，Ｑ1及びＳは，それぞれ次の値を表すものとする。 

Ｑ1  １㎡当たりの地下水のかん養水量（m3）とし，次の表により求める。 

日降雨対応浸透能力（Ｑ2） １m2当たりの地下水のかん養水量（Ｑ1） 

10 ㎜／日未満 な し 

10 ㎜／日以上 30 ㎜／日未満 0.5m3 

30 ㎜／日以上 0.9m3 

Ｓ 雨水を集めることのできる区域の面積（m2）とする。 

 

 

（１）浸透ます及び浸透性排水管の日降雨対応浸透能力（Ｑ2（㎜／日））は，次の算式により求め

るものとする。 

Ｑ2＝（Ｑ3／Ｓ）×3,600×24×1,000 

 

この式において，Ｑ3及びＳは，それぞれ次の値を表すものとする。 

Ｑ3 浸透ます及び浸透性排水管の設計浸透量（m3／s）とする。 

Ｓ 雨水を集めることのできる区域の面積（m2）とする。 

 

 

（２）浸透ます及び浸透性排水管の設計浸透量（Ｑ3（m3／s））は，次の算式により求めるものと

する。ただし，複数の浸透ます及び浸透性排水管が同一の区域の雨水を集める場合は，Ｑ3は

その合計とする。 

ア 浸 透 ま す  

Ｑ3＝0.01×ｋ｛Ｗ×Ｌ＋2Ｈ（Ｗ＋Ｌ）＋πＨ2｝×0.4 

イ 浸透性排水管  

Ｑ3＝0.01×ｋ（Ｗ＋2Ｈ）×Ｌ×0.9 
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これらの式において，ｋ，Ｗ，Ｌ，Ｈ及びπは，それぞれ次の値を表すものとする。 

ｋ  透水係数（㎝／s）とし，次の表のとおりとする。 

土   質 透 水 係 数 

泥炭，粘土 0.0002 

シルト 0.0007 

火山灰 0.002 

砂 0.005 

れき 0.01 

Ｗ  浸透ます又は浸透性排水管の幅（m）とする。 

Ｌ 浸透ます又は浸透性排水管の長さ（m）とする。 

Ｈ 浸透ます又は浸透性排水管の高さ（m）とする。 

π 円周率とする。 

 

 

 地下水のかん養に係る施設がある場合，かん養量を基準水量に加えることができます。 

地下水かん養水量は，浸透ます，浸透性排水管（浸透トレンチ），還元井戸，緑地によって見込まれ

る１年間のかん養水量を算出します。 

 地下水のかん養に係る施設がある場合には，条例１０９条第２項及び規則第５３条第３項より，当

該施設の図面を添付しなければなりません。 

 

(1)  １年間当たりの浸透ます及び浸透性排水管による地下水のかん養水量（Ｃ1） 

  浸透ます及び浸透性排水管（浸透トレンチ）による地下水のかん養水量は，浸透ます及び浸透

性排水管の浸透能力によって求められた１㎡当たりの地下水かん養量（Ｑ１）に浸透ます又は浸

透性排水管の雨水を集めることのできる区域の面積（集水面積）を乗じて算出します。ただし，

浸透ます及び浸透性排水管のそれぞれが異なる区域の雨水を集める場合には，Ｃ1はそれぞれの区

域について求めた値の合計とします。 

  １㎡当たりの地下水かん養量(Ｑ１)は，浸透ます又は浸透性排水管の日降雨対応浸透能力(Ｑ２)

に応じて求められ，Ｑ２は，浸透ます又は浸透性排水管の設計浸透量(Ｑ３)より算出されます。 

ア 浸透ます及び浸透性排水管の設計浸透量（Ｑ３） 

Ｑ３は，その浸透施設（浸透ます又は浸透性排水管）が

浸透することのできる水量を表します。幅(Ｗ)，長さ(Ｌ)，

高さ(Ｈ)とは，それぞれ右の図で表す部分を指します。オ

ーバーフロー管がある場合，高さは有効高さ（オーバーフ

ロー管の底までの高さ）にしてください。透水係数（ｋ）

は，土質によって決まる係数で，表より決定してください。

式の最後に乗じている数字は，目詰まりの影響係数です。

複数の浸透ます又は浸透性排水管が同一の区域の雨水を

集める場合は，Ｑ３はその合計とします。 

 イ 浸透ます又は浸透性排水管の日降雨対応浸透能力（Ｑ2） 

Ｑ2は，その浸透施設が，集水域に１日何 mm の雨が降っ

浸透ます

浸透性排水管
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たときまで浸透可能かを表しています。浸透ます又は浸透性排水管の設計浸透量（Ｑ３）を集

水面積（Ｓ）で除し，単位をあわせるため（m/s を mm/日に変換）各数字を乗じてください。 

ウ １㎡当たりの地下水かん養量（Ｑ１） 

    Ｑ１は，浸透ます又は浸透性排水管の日降雨対応浸透能力（Ｑ2）の値により，表から対応す

る値を求めてください。 

  添付する図面には，浸透施設の概要（寸法，配置），雨水を集めることのできる区域の面積（集

水面積）等，算出根拠が分かるものを添付してください。 

 

 (2)  １年間当たりの還元井戸による地下水のかん養水量（Ｃ２） 

   還元井戸をすでに設置してある建物では実績の値とし，水量測定器で計量された年間の還元水

量から，オーバーフローによる放流水量を減じて，１年間の地下水かん養水量を算出してくださ

い。 

還元井戸を新設する建物については，１年間の予想還元水量を算出してください。 

添付する図面には，様式２２の別紙１の揚水施設の概要の記載事項に合わせた，還元井戸の概

要が分かるものを添付してください。 

なお，還元水量及びオーバーフロー水量が不明なものは，かん養水量とできませんので，水量

測定器等によって測定してください。 

 (3)  １年間当たりの緑地による地下水のかん養水量（Ｃ３） 

 緑地（アスファルト等で舗装されていない雨水が浸透しやすい土地）のかん養水量は，緑地に

例) 雨水を集めることのできる区域の面積（集水面積）が 1,700 m2，土質が火山灰質の土地に幅

(Ｗ)＝長さ(Ｌ)＝0.8ｍ，高さ(Ｈ)＝0.7ｍの浸透ますが３個，幅(Ｗ)＝高さ(Ｈ)＝0.6ｍ，

長さ(Ｌ)＝40ｍの浸透トレンチで接続されている場合。 

浸透ます３個分の設計浸透量は 

Ｑ31 ＝0.01×0.002×｛0.8×0.8＋2×0.7×(0.8＋0.8)＋π×(0.7)2｝×0.4×3 

      透水係数    幅   長さ     高さ   幅   長さ       高さ        個数 

 ＝0.0001（m3／s） 

浸透トレンチ分の設計浸透量は 

Ｑ32＝0.01×0.002×（0.6＋2×0.6）×40×0.9＝0.0013（m3／s） 

      透水係数    幅     高さ    長さ 

合計の設計浸透量 

 Ｑ3＝0.0001＋0.0013＝0.0014（m3／s） 

   Ｑ31
      Ｑ32

    

日降雨対応浸透能力は 

Ｑ2＝（0.0014／1,700）×3,600×24×1,000＝71（㎜／日） 

    Ｑ3
     集水面積    

Ｑ2＞30 ㎜／日よりＱ1＝0.9m3 

よって浸透ます及び浸透性排水管の１年間のかん養水量は 

Ｃ1＝0.9×1,700＝1,530（m3） 

         Ｑ1
   集水面積    
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おける１m2当たりの１年間地下水かん養水量 0.54m3に緑地面積（m2）を乗じて，１年間の地下水

かん養水量を算出してください。 

  添付する図面には，緑地面積が分かる平面図，施設概要等，算出根拠が分かるものを添付してく

ださい。 

 

 

４ 建築物用用途の再利用水量 

(4) 建築物用用途の再利用水量（Ｄ（m3））は，建築物用用途に再利用水（雨水を含む。）を利用する

場合の１年間の利用水量とする。 

 トイレ用水に使用後の冷房用水を使うなど建築物用用途に再利用水を利用する場合は，その年間の

使用水量を算出します。 

  

例）緑地面積が 640m2ある場合。 

６４０ × ０．５４ ＝ ３４６（m3） 

緑地面積    １㎡当たりかん養水量 


